
- 1 -

（仮訳）

第２部

検証の一般規則

Ａ．査察員及び査察補の指名

１.技術事務局は，この条約が効力を生じた後３０日以内に，すべての締約国に対し，指名の

ために提案する査察員及び査察補の氏名，国籍，地位，資格及び職業上の経験を書面によっ

て通報する。

２．締約国は，自国に対して指名のために提案された査察員及び査察補の名簿の受領を直ちに

確認するものとし，当該名簿の受領の確認の後３０日以内に，技術事務局に対し，各査察員

及び査察補の受入れを書面によって通報する。締約国が当該名簿の受領の確認の後３０日以

内に書面により受け入れない旨を宣言する場合を除くほか，当該名簿に含まれる査察員及び

査察補は，指名されたものとみなす。締約国は，その反対する理由を当該宣言に含めること

ができる。

受け入れられない場合には，提案された査察員又は査察補は，受け入れない旨を宣言した

締約国の領域内又はその管轄若しくは管理の下にあるその他の場所において，検証活動に従

事せず又は参加しない。技術事務局は，必要な場合には，当初の名簿に追加して更に提案を

行う。

３．この条約に基づく検証活動は，指名された査察員及び査察補のみによって行われる。

４．締約国は，いつでも，既に指名されている査察員又は査察補の受入れに反対する権利を有

する。ただし，５の規定が適用される場合は，この限りでない。当該締約国は，書面により，

受入れに反対する旨を技術事務局に通報するものとし，反対する理由をその通報に含めるこ

とができる。当該締約国による反対は，技術事務局による通報の受領の後３０日で効力を生

ずる。技術事務局は，査察員又は査察補の指名の撤回を当該締約国に直ちに通報する。

５．査察の通告を受けた締約国は，当該査察のための査察団の名簿に掲げられている指名され

た査察員又は査察補を当該査察団から除外することを求めてはならない。

６．締約国により受け入れられ，当該締約国について指名される査察員又は査察補の数は，適

切な数の査察員及び査察補の利用及び交替を可能にするのに十分なものでなければならない。

７．事務局長は，提案した査察員又は査察補が受け入れられないことにより，十分な数の査察

員又は査察補の指名が妨げられる等技術事務局の任務の効果的な遂行が阻害されると認める

場合には，この問題を執行理事会に送付する。
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８．査察員及び査察補の名簿の修正が必要であるか又は要請される場合にはいつでも，当初の

名簿について定められた方法と同様の方法で代替の査察員及び査察補を指名する。

９．他の締約国の領域内に存在する締約国の施設の査察を行う査察団の構成員については，被

査察締約国及び接受国である締約国（以下「接受締約国」という ）の双方にこの附属書に。

定める手続を適用して指名する。

Ｂ．特権及び免除

１０．締約国は，査察員及び査察補の名簿又はその変更の通報の受領を確認した後３０日以内

に，各査察員又は査察補が査察活動を行う目的で自国の領域内に入国し及び滞在することが

できるように数次の出入国査証又は通過査証その他の文書を提供する。これらの文書は，技

術事務局に提供した後少なくとも２年間は有効なものとする。

１１．査察員及び査察補は，その任務を効果的に遂行するため，次の(ａ)(ｉ)から(ｉ)までに

規定する特権及び免除を与えられる。特権及び免除は，この条約のために査察団の構成員に

対して与えられるものであり，当該構成員の個人の一身上の便宜のために与えられるもので

はない。特権及び免除は，被査察締約国又は接受国の領域内に到着してから当該領域を出発

するまでの全期間にわたって当該構成員に対して与えられ，その後は，当該構成員の公の任

務の遂行に当たって既に行われた行為に関して与えられる。

(ａ)査察団の構成員は，１９６１年４月１８日の外交関係に関するウィーン条約第２９条の

規定に基づいて外交官が享受する不可侵を与えられる。

(ｂ)この条約に基づいて査察活動を行う査察団の住居内及び事務所の構内は，外交関係に関

するウィーン条約第３０条１の規定に基づいて外交官の住居に与えられる不可侵及び保護

を与えられる。

(ｃ)査察団の書類及び通信（記録を含む ）は，外交関係に関するウィーン条約第３０条２。

の規定に基づいて外交官のすべての書類及び通信に与えられる不可侵を享受する。査察団

は，技術事務局と通信するために暗号を使用する権利を有する。

(ｄ)査察団の構成員が携行する試料及び承認された装置は，この条約に定めるところに従っ

て不可侵とし，及びすべての関税を免除される。有害な試料は，関連規則に従って輸送す

る。

(ｅ)査察団の構成員は，外交関係に関するウィーン条約第３１条の１から３までの規定に基

づいて外交官に与えられる免除を与えられる。

(ｆ)この条約に基づく活動を行う査察団の構成員は，外交関係に関するウィーン条約第３４

条の規定に基づいて外交官に与えられる賦課金及び租税の免除を与えられる。

(ｇ)査察団の構成員は，いかなる関税又は関係する課徴金も支払うことなく，個人的な使用

のための物品を被査察締約国又は接受締約国の領域内に持ち込むことを許可される。ただ

し，輸出入が法律によって禁止されており又は検疫規則によって規制されている物品を除

く。
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(ｈ)査察団の構成員は，一時的な公の任務を有する外国政府の代表者に与えられる通貨及び

為替に関する便益と同一の便益を与えられる。

(ｉ)査察団の構成員は，被査察締約国又は接受国の領域内で個人的な利得を目的とするいか

なる職業活動又は商業活動にも従事してはならない。

１２．査察団の構成員は，被査察締約国でない締約国の領域を通過する場合には，外交関係に

関するウィーン条約第４０条１の規定に基づいて外交官が享受する特権及び免除を与えられ

る。当該査察団の構成員が携行する書類及び通信（記録を含む ，試料並びに承認された。）

装置に関しては，１１の(ｃ)及び(ｄ)に規定する特権及び免除が与えられる。

１３．査察団の構成員は，その特権及び免除を害されることなく，被査察締約国又は接受国の

法令を尊重する義務を負い，及び査察命令と両立する限度においてこれらの国の国内問題に

介入しない義務を負う。被査察締約国又は接受締約国がこの附属書に規定する特権及び免除

の濫用があったと認める場合には，濫用があったか否かを決定するため，及び濫用があった

と決定するときはこれが繰り返されることを防止するため，当該被査察締約国又は接受締約

国と事務局長との間で協議を行う。

１４．事務局長は，査察団の構成員に対する裁判権からの免除が正義の実現を阻害するもので

あり，かつ，この条約の実施を害することなくこれを放棄することができると認める場合に

は，当該免除を放棄することができる。放棄は，常に明示的に行われなければならない。

１５．オブザーバーは，このＢの規定に基づいて査察員に対して与えられる特権及び免除と同

一の特権及び免除を与えられる。ただし，１１(ｄ)の規定に基づいて与えられる特権及び免

除は，この限りでない。

Ｃ．共通の措置

入国地点

１６．締約国は，この条約が自国について効力を生じた後３０日以内に入国地点を指定し，及

び技術事務局に対し必要な情報を提供する。当該入国地点については，査察団が少なくとも

いずれかの入国地点からいかなる査察施設へも１２時間以内に到着することができるような

ものとする。技術事務局は，すべての締約国に対し入国地点の所在地に関する情報を提供す

る。

１７．締約国は，技術事務局に通報することにより，入国地点を変更することができる。その

変更は，すべての締約国に対し適切な通報が行われるようにするため，技術事務局が変更の

通報を受領した後３０日で効力を生ずる。

１８．技術事務局は，入国地点の数が査察の適時の実施のために不十分であり又は締約国が提

案する入国地点の変更の結果査察の適時の実施が妨げられると認める場合には，このような

問題を解決するために当該締約国と協議を行う。
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１９．被査察締約国の施設若しくは区域が接受締約国の領域内に存在する場合又は入国地点か

ら査察の対象となる施設若しくは区域へのアクセスが認められるために他の締約国の領域を

通過することが必要となる場合には，当該被査察締約国は，この附属書に従って，当該査察

に関する権利を行使し及び義務を履行する。当該接受締約国は，これらの施設又は区域の査

察を容易にし，及び査察団がその任務を適時のかつ効果的な方法で遂行することができるよ

うにするため必要な援助を提供する。被査察締約国の施設又は区域の査察を行うためにその

領域を通過することが必要とされる締約国は，その通過を容易にする。

２０．被査察締約国の施設又は区域がこの条約の締約国でない国の領域内に存在する場合には，

当該被査察締約国は，これらの施設又は区域の査察がこの附属書に従って行われることを確

保するために必要なすべての措置をとる。締約国は，この条約の締約国でない国の領域内に

１又は２以上の施設又は区域を有する場合には，自国について指名された査察員及び査察補

の受入れがその接受国によって行われることを確保するために必要なすべての措置をとる。

被査察締約国がアクセスを確保することができない場合には，当該被査察締約国は，アクセ

スを確保するために必要なすべての措置をとったことを証明する。

２１.査察の対象となる施設又は区域が，締約国の領域内であり，かつ，この条約の締約国で

ない国の管轄又は管理の下にある場所に存在する場合には，当該締約国は，これらの施設又

は区域の査察がこの附属書に従って行われることを確保するため，被査察締約国及び接受締

約国に対して求められることとなる必要なすべての措置をとる。当該締約国は，これらの施

設又は区域へのアクセスを確保することができない場合には，アクセスを確保するために必

要なすべての措置をとったことを証明する。この２１の規定は，当該査察の対象となる施設

又は区域が当該締約国の施設又は区域である場合には，適用しない。

不定期飛行に使用する航空機の利用に関する措置

２２．査察団は，定期の商業上の輸送を利用することによって適時に移動することができない

場合には，第９条の規定に基づく査察その他の査察のため，技術事務局が所有し又は借り上

げる航空機を利用することを必要とすることがある。締約国は，この条約が自国について効

力を生じた後３０日以内に，査察施設が存在する領域へ及び当該領域から査察団及び査察に

必要な装置を輸送する不定期飛行に使用する航空機のために常に有効な外交上の許可番号を

技術事務局に通報する。指定される入国地点への往復の航空路は，外交上の許可を与えるた

めの基礎として締約国と技術事務局との間で合意した確立された国際航空路に沿うものとす

る。

２３．技術事務局は，不定期飛行に使用する航空機を利用する場合には，査察施設が存在する

国の空域に入る前の最終の飛行場から入国地点までの当該航空機の飛行計画を，当該飛行場

からの出発予定時刻の少なくとも６時間前までに，国内当局を通じて被査察締約国に提出す

る。当該飛行計画は，民間航空機について適用される国際民間航空機関の手続に従って提出

する。技術事務局は，その所有し又は借り上げる航空機に関し，各飛行計画の備考欄に常に

有効な外交上の許可番号及びその航空機が査察のための航空機であることを示す適当な注釈

を含める。

２４．被査察締約国又は接受締約国は，査察団が到着予定時刻までに入国地点に到着すること

ができるようにするため，査察が行われる国の空域に入る前の最終の飛行場からの当該査察

団の出発予定時刻の少なくとも３時間前までに，２３の規定に従って提出される飛行計画が

承認されることを確保する。
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２５．被査察締約国は，技術事務局が査察国の利用する航空機を所有し又は借り上げる場合に

は，入国地点において，技術事務局が要請する当該航空機のための駐機場，警備上の保護，

役務及び燃料を提供する。当該航空機は，着陸料，出国税及びこれらに類する課徴金を免除

される。技術事務局は，このような燃料，警備上の保護及び役務の費用を負担する。

管理上の措置

２６．被査察締約国は，査察団が必要とする便宜（例えば，通信手段，面談その他の任務の遂

行のために必要な範囲内の通訳，輸送，作業場所，宿泊，食事，医療）を提供し又はそのた

めの措置をとる。この点に関し，被査察締約国が査察団のために負担した費用については，

機関が償還する。

承認された装置

２７．２９の規定が適用される場合を除くほか，被査察締約国は，２８の規定に従って承認さ

れた装置であって，技術事務局が査察を行うために必要であると決定したものを査察団が査

察施設に持ち込むことにつき，いかなる制限も課してはならない。技術事務局は，このよう

な目的のために必要とされる承認された装置の一覧表及びこれらの装置を規律する規則であ

ってこの附属書に適合するものを作成し及び，必要に応じ，改定する。技術事務局は，承認

された装置の一覧表及び当該規則を作成するに当たり，承認された装置が使用される可能性

のあるすべての種類の施設の安全が十分に考慮されることを確保する。承認された装置の一

覧表については，第８条２１(ｉ)の規定に従って会議が検討し及び承認する。

２８．技術事務局は，装置を保管し，指定し，検査し及び承認する。技術事務局は，可能な範

囲内で，求められる査察の特定の種類に合わせて特別に設計された装置を選定する。指定さ

れ及び承認された装置については，許可なしに変更されることのないように特別に保護する。

２９．被査察締約国は，定められた時間的な枠組みを害することなく，入国地点において査察

団の構成員の立会いの下に，装置を検査する権利，すなわち，自国若しくは接受国の領域内

に持ち込まれ又はこれらの領域から撤去される装置を識別するために点検する権利を有する。

技術事務局は，その識別を容易にするため，当該装置が指定され及び承認されたものである

ことを認証する書類及び標識を添付する。また，装置の検査に当たっては，被査察締約国は，

当該装置が特定の種類の査察のために承認された装置に適合することを十分確認する。被査

察締約国は，承認された装置に適合しない装置又は認証のための書類及び標識が添付されて

いない装置を排除することができる。装置の検査のための手続は，第８条２１(ｉ)の規定に

従って会議が検討し及び承認する。

３０．査察団が，現地において入手可能な装置であって技術事務局に属しないものを使用する

ことが必要であると認める場合において，当該装置を使用することができるよう被査察締約

国に要請するときは，当該被査察締約国は，可能な範囲内でその要請に従う。
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Ｄ．査察の事前の活動

通 告

３１．事務局長は，査察団の入国地点への予定される到着の前に及び定められた時間的な枠組

みがある場合には当該時間的な枠組みの範囲内で，査察を行う意向を締約国に通告する。

３２．事務局長が行う通告には，次の事項に関する情報を含める。

(ａ)査察の種類

(ｂ)入国地点

(ｃ)入国地点への到着の日及び予定時刻

(ｄ)入国地点への到着の手段

(ｅ)査察を行う施設

(ｆ)査察員及び査察補の氏名

(ｇ)適当な場合には特別な飛行のための航空機の利用の許可

３３．被査察締約国は，査察を行う意向についての技術事務局の通告の受領の後一時間以内に，

当該通告の受領を確認する。

３４．締約国の施設であって他の締約国の領域内に存在するものの査察を行う場合には，双方

の締約国は，３１及び３２の規定に従って同時に通告を受ける。

被査察締約国又は接受国の領域への入国及び査察施設への移動

３５．査察団の到着の通告を受けた被査察締約国又は接受締約国は，その領域への査察団の即

時の入国を確保するものとし，国内の同行員を通じて又は他の手段により，入国地点から査

察施設を経由して出国地点に至るまでの間，査察団並びにその装置及び備品の安全な移動を

確保するため権限の範囲内で可能なすべてのことを行う。

３６．被査察締約国又は接受締約国は，必要に応じ，入国地点への到着の後１２時間以内に査

察団が査察施設に到着するよう援助する。

査察の手前の説明

３７．査察団は，査察施設への到着に際して査察の開始の前に，当該査察施設の代表者から，

適宜地図その他の文書を用いて，当該査察施設，当該査察施設において行われている活動，

安全上の措置並びに査察のために必要な管理上の及び受入れに関する措置に関して説明を受

ける。説明に費やす時間については，必要な最小限度に制限するものとし，いかなる場合に

も３時間を超えてはならない。
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Ｅ．査察の実施

一般規則

３８．査察団の構成員は，この条約，事務局長が定める規則及び締約国と機関との間で締結す

る施設協定に従ってその任務を遂行する。

３９．査察団は，事務局長の査察命令を厳格に遵守するものとし，この命令を逸脱する活動を

慎む。

４０．査察団の活動は，その任務の適時の，かつ，効果的な遂行を確保するよう並びに被査察

締約国又は接受国にとっての不便及び査察を行う施設又は区域に対する障害ができる限り少

なくなることを確保するように行う。査察団は，施設の操業を不必要に妨げ又は遅滞させる

こと及び施設の安全に影響を及ぼすことを回避する。特に，査察団は，いかなる施設も稼働

してはならない。査察員は，その査察命令を遂行するため施設において具体的な稼働が行わ

れる必要があると認める場合には，査察を行う施設の指名された代表者に対し具体的な稼働

を行うよう要請する。当該代表者は，可能な範囲内でその要請に応ずる。

４１．査察団の構成員は，被査察締約国又は接受国の領域内でその任務を遂行するに当たり，

当該被査察締約国が要請する場合には，当該被査察締約国の代表者の同行を受け入れる。た

だし，そのために査察団の任務の遂行が遅滞させられ又は妨げられてはならない。

４２．査察の実施のための詳細な手続については，第８条２１(ｉ)の規定に従って会議が検討

し及び承認する指針を考慮して，技術事務局が作成し，査察手引書に記載する。

安 全

４３．査察員及び査察補は，その活動を行うに当たり，査察施設において定められている安全

に関する規則（施設内の管理区域の保護及び人の安全のための規則を含む ）を遵守する。。

この義務の履行のため，会議は，第８条２１(ｉ)の規定に従って適当な詳細な手続を検討し

及び承認する。

通 信

４４．査察員は，国内滞在期間中，技術事務局の本部と通信する権利を有する。このため，査

察員は，自己の所有する承認された装置であって正当な認証を受けたものを使用することが

できるものとし，被査察締約国又は接受締約国に対し他の電気通信手段へのアクセスを認め

るよう要請することができる。査察団は，外縁を巡視する要員と査察団の他の構成員との間

で自己の所有する双方向の無線通信システムを使用する権利を有する。

査察団及び被査察締約国の権利

４５．査察団は，この条約の関連する本文及び附属書，施設協定並びに査察手引書に定める手

続に従い，阻害されることなく査察施設へのアクセスが認められる権利を有する。査察を行

う物件は，査察員が選定する。
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４６．査察員は，関連する事実を確認するため被査察締約国の代表者の立会いの下に施設の要

員と面談する権利を有する。査察員は，査察の実施のために必要な情報及び資料のみを要請

するものとし，被査察締約国は，要請に応じて情報を提供する。施設の要員に対する質問が

査察に関連のないものと認められる場合には，被査察締約国は，当該質問に対し異議を申し

立てる権利を有する。査察団長が更にこれに異議を申し立て及び査察に関連のあることを表

明する場合には，当該質問については，回答を得るため書面により被査察締約国に提出する。

査察団は，査察の報告の被査察締約国の協力についての記述において，面談又は質問への回

答が許可されなかったこと及び行われた説明について注記することができる。

４７．査察員は，その任務の遂行に関連すると認める文書及び記録を検査する権利を有する。

４８．査察員は，その要請により被査察締約国又は査察を行う施設の代表者に写真を撮影させ

る権利を有する。瞬間現像による写真の撮影が認められる。査察団は，写真が要請したもの

に合致するか否かを決定するものとし，合致しない場合には，再度写真を撮影させる。査察

団及び被査察締約国は，すべての写真の写しを１枚ずつ保有する。

４９．被査察締約国の代表者は，査察団が行うすべての検証活動に立ち会う権利を有する。

５０．被査察締約国は，その要請に基づいて，技術事務局が自国の施設について収集した情報

及び資料の写しを受領する。

５１．査察員は，査察が行われている間に生ずるあいまいな点に関し，説明を要請する権利を

有する。その要請については，被査察締約国の代表者を通じて速やかに行う。被査察締約国

の代表者は，査察が行われている間に，あいまいな点を解消するために査察団に対し必要な

説明を行う。査察施設内に存在する物体又は建物に関する問題が解決されない場合において，

要請があるときは，当該物体又は建物の性質及び機能を明らかにするために当該物体又は建

物の写真の撮影が行われる。査察が行われている間にあいまいな点を解消することができな

い場合には，査察員は，直ちに技術事務局に通報する。査察員は，このような解決されなか

った問題，関連する説明及び撮影された写真の写しの１枚を査察報告に含める。

試料の採取，取扱い及び分析

５２．被査察締約国又は査察が行われる施設の代表者は，査察団の要請により，査察員の立会

いの下に，試料を採取する。被査察締約国又は査察が行われる施設の代表者との間で事前に

合意がある場合には，査察団は，自ら試料を採取することができる。

５３．可能な場合には，試料の分析については，現地において実施する。査察団は，自己が持

ち込んだ承認された装置を使用して現地における試料の分析を実施する権利を有する。被査

察締約国は，査察団の要請により，合意される手続に従って現地における試料の分析のため

に援助を提供する。このことに代えて，査察団は，その立会いの下に現地における適当な分

析が実施されるよう要請することができる。

５４．被査察締約国は，採取されたすべての試料の一部又は採取された試料と同一のものを保

有する権利及び現地において試料を分析する時に立ち会う権利を有する。
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５５．査察団は，必要と認める場合には，現地外における分析のために，機関が指定する実験

施設に試料を移送する。

５６．事務局長は，試料の警備，保全及び保存について並びに現地外における分析のために移

送する試料の秘密を保護することを確保することについて主要な責任を負う。事務局長は，

第８条２１(ｉ)の規定に従って会議が検討し及び承認する手続であって査察手引書に記載さ

れるものによってこれを行う。事務局長は，次のことを行う。

(ａ)試料の採取，取扱い，移送及び分析を規律する厳重な制度を確立すること。

(ｂ)指定される実験施設について，種々の分析を実施するための認証を行うこと。

(ｃ)指定される実験施設における設備及び手続の標準化並びに移動式の分析用装置及び関連

する手続の標準化を監督し，並びにこれらの実験施設，移動式装置及び手続の認証につい

て質の管理及び総合的な水準を監視すること。

(ｄ)指定される実験施設の中から，特定の調査に関係して分析を行い又はその他の役割を果

たすものを選定すること。

５７．現地外における分析を実施する場合には，試料は，少なくとも２の指定された実験施設

において分析する。技術事務局は，分析の速やかな処理を確保する。試料については，技術

事務局が責任を負うものとし，使用されなかった試料又はその一部は，技術事務局に返還さ

れる。

５８．技術事務局は，実験施設における試料の分析の結果であってこの条約の遵守に関連する

ものを取りまとめ，これを査察の最終報告に含める。技術事務局は，指定された実験施設が

使用した設備及び用いた方法に関する詳細な情報を査察の最終報告に含める。

査察期間の延長

５９．査察期間は，被査察締約国の代表者との合意により延長することができる。

査察の事後の説明

６０．査察団は，査察が完了した後，査察団のとりあえずの調査結果を検討し及びあいまいな

点を解消するため，被査察締約国の代表者及び査察施設について責任を有する者と会合する。

査察団は，被査察締約国の代表者に対し，試料の一覧表，収集した書面による情報の写し及

び収集した資料の写し並びに現地外に持ち出すその他の資料を付してとりあえずの調査結果

を書面により標準様式に従って提供する。この文書には，査察団長が署名する。被査察締約

国の代表者は，その内容について知らされたことを示すため，当該文書に連署する。この会

合については，査察の完了の後２４時間以内に完了する。
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Ｆ．出 国

６１．査察団は，査察の事後の手続が完了した後，被査察締約国又は接受国の領域からできる

限り速やかに退去する。

Ｇ．報 告

６２．査察員は，査察の後１０日以内に，自己の行った活動及び調査結果に基づく事実関係に

ついての最終報告を作成する。最終報告には，査察命令に定めるところにより，この条約の

遵守に関連する事実のみを含める。最終報告は，また，被査察締約国の査察団に対する協力

の態様に関する情報を提供する。異なる見解を有する査察員がある場合には，当該見解を最

終報告に添付することができる。最終報告は，秘密のものとして取り扱う。

６３．最終報告は，被査察締約国に直ちに提出する。被査察締約国がその調査結果に関して直

ちに書面による意見を表明する場合には当該意見を最終報告に添付する。最終報告は，被査

察締約国が表明した意見を付して，査察の後３０日以内に事務局長に提出する。

６４．最終報告が不確かな点を含む場合又は国内当局と査察員との間の協力が求められる水準

に達していない場合には，事務局長は，関係締約国に対し説明を求める。

６５．不確かな点が解消されない場合又は確認された事実がこの条約に基づく義務が履行され

なかったことを示唆する場合には，事務局長は，遅滞なく執行理事会に通報する。

Ｈ．一般規則の適用

６６．この部の規定は，この条約に基づいて行われるすべての査察について適用する。ただし，

この部の規定が第３部から第１１部までにおいて特定の種類の査察について定める規定と異

なる場合を除く。この場合には，当該特定の種類の査察について定める規定が優先する。


